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【資料－２】 

農地・水保全管理支払交付金の平成 25 年度実施状況について 

 

(1) 共同活動支援の活動組織数及び取組面積 

 ① 第２期対策の２年目である平成 25 年度は、協定面積約 43 千 ha で 359 組織

が共同活動支援を実施している。 

 ② 平成 24 年度に比べ協定面積は約１千 ha 増、活動組織数は 11 組織増となっ

ている。 

 ③ 農振農用地面積に占める協定面積の割合（カバー率）は 27％※。これは、東

北６県の平均値 37％、全国の平均値 35％を下回っている。 

    ※ 中山間直接支払も含めた本県のカバー率は 41％ 

 ④ 県内の市町村別カバー率は、県央・県南地域で比較的高く、沿岸・県北地域

が比較的低くなっている。 

 

 

活動組織数及び協定農用地面積の推移 

年 度 活動組織数 
協定農用地    １活動組織

面積(ha) 田 畑 草地 当たり(ha)

H19 410 41,476 37,598 3,478 400 101

H20 445 43,905 39,580 3,693 632 99

H21 449 44,217 39,854 3,730 632 98

H22 453 44,341 39,957 3,752 632 98

H23 454 44,245 39,857 3,756 632 97

H24 348 42,220 38,219 3,481 520 121

H25 359 43,219 38,986 3,697 536 120

H25-H24 11 999 767 216 16 ▲１

 

 

農地・水保全管理支払交付金(共同活動支援)等によるカバー率 

年 度 
農振農用地面積

(A) 

協定農用地面積

(B) 

中山間直払対象面積 

(C) 

中山間直払との計

(D)=(B)＋(C) 

H24 
161,359 ha 

 

42,220 ha

（B/A） 26 ％

22,282 ha 

（C/A） 14 ％ 

64,502 ha

（D/A） 40 ％

H25 
159,301 ha 

 

43,219 ha

（B/A） 27 ％

22,788 ha 

（C/A） 14 ％ 

66,007 ha

（D/A） 41 ％
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共同活動支援等によるカバー率 

〔農地水のみ〕 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔農地水＋中山間直払〕 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 向上・復旧活動支援の活動組織数及び取組面積 

 ① 向上・復旧活動支援については、約 31 千 ha で 425 組織が実施している。 

 ② 平成 25 年度に補修等を行った水路の延長は、約 112km となっている。 

 ③ 復旧活動支援は、地域ニーズの高い「施設の長寿命化」に対応でき、また、

地方負担分が震災復興特別交付税によって全額措置されることもあって、取組

面積は平成 24 年度より約 2 千 ha 増、活動組織数は 29 組織増となっている。 

 

 

活動組織数及び取組面積の推移 

年 度 活動組織数 
取組面積    １活動組織

(ha) 田 畑 草地 当たり(ha)

H23 207 16,732 16,247 276 210 81

H24 396 29,236 27,387 1,543 306 74

H25 425 30,991 28,949 1,721 321 73

H25-H24 29 1,755 1,562 178 15 ▲１

 

向上・復旧活動支援により補修等を実施した水路 

区 分 H23 H24 H25 

水路延長 33.8 km 82.4 km 111.8 km
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